
東アジアにおけるサプライ・チェーンの形成に関する実証研究
1)

山 田 裕

国際貿易の自由化はWTOおよびその前身である GATT体制の下に進められ，一定の

成果を挙げてきた。しかしながら，WTOのドーハ・ラウンドにおける多角的貿易自由化

交渉が農業分野の問題などを巡る加盟国間の対立により停滞する中，欧米の先進国ばかり

でなく，東アジア各国も積極的に FTA あるいは EPA を締結している。加えて，運輸・

通信分野の技術革新により輸送・通信コストが低下した結果，「ヒト，モノ，カネ，情報」

の移動が国境を越えて地球規模で盛んになるグローバリゼーションと呼ばれる現象が急速

に進展している。

一方，世界的に価格競争が激化する中で，日本，欧米などの生産経営は生産コストを最

小化するために国際分業体制の構築を急いでおり，一体化されていた生産工程を分散化

し，適地に移転させる動きを強めている。特に東アジアでは日本の生産経営による産業内

分業が進展しており，こうした背景には NIEs3，ASEAN4，中国が雁行形態的な経済発

展を遂げる過程において，日本の生産経営が圧倒的に比較優位を有していた業種につい

て，これらの国・地域の競争力が次第に強化され，日本の比較優位が低下してきたことが

ある。逆に言えば，日本の生産経営はそれらの比較優位を生かすように生産工程を分散化

したり，産業集積を形成するようになっており，これに伴い日本，日系および地場の生産

経営の間でサプライ・チェーンの形成が進展している。

�．は じ め に

国際貿易の自由化はWTOおよびその前身である GATT体制の下に進められ，一定の成

果を挙げてきた。しかしながら，ドーハ・ラウンドにおける多角的貿易自由化交渉が農業分

野の問題などを巡る加盟国間の対立により停滞する一方で，欧米の先進国ばかりでなく，東

アジア各国も FTAあるいは EPA を積極的に締結するようになっている。また，運輸・通

信分野の技術革新により輸送・通信コストが低下しつつある中，「ヒト，モノ，カネ，情報」

の移動が国境を越えて地球規模で盛んになるグローバリゼーションと呼ばれる現象が急速に
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1) 本稿は中央大学経済研究所主催の公開研究会（2014年�月26日付け）などにおける議論および意

見を踏まえて，山田（2014）を一部加筆・修正したものである。



進展している。一方，世界的に価格競争が激化する中で，日本，欧米などの生産経営は生産

コストを最小化するために国際分業体制の構築を急いでおり，一体化されていた生産工程を

分散化し，適地に移転させる動きを強めている。

このような状況を踏まえて，本稿においては国際分業体制の構築が進む東アジアに焦点を

当て，日本の生産経営により形成が進められているサプライ・チェーンの実態について理解

を深めることとする。

また，本稿は�章より構成されており，本章に続く第�章においては国際分業に関する先

行研究について簡単に検討を行い，第�章において東アジアにおける日本の貿易構造の変化

に関する分析を行う。そして第�章において東アジアにおける日系生産経営の販売および調

達構造の変化に関する分析へと進む。更に，第�章において日本の比較優位および産業内分

業の構造の変化に関する分析を行い，日本と東アジア主要国との競合と補完関係について検

討する。そして最後に日本の生産経営により東アジアにおいて形成が進められているサプラ

イ・チェーンの実態について検討を行い，まとめとする。

なお，本稿の特徴は次のとおりである。即ち，東アジアにおけるサプライ・チェーンの形

成に関してⅰ）貿易面に留まらず，日系生産経営の販売および調達活動の面からも検討を加

えたこと，ⅱ）国・地域別，業種別，財別（即ち，生産工程別の財区分（原材料，中間財お

よび最終財））の分析と併せて，貿易特化指数およびグルーベル−ロイド指数を用いて日本

の生産経営の比較優位および産業内分業に関する分析も行ったこと，ⅲ）これらの分析に経

済産業研究所「RIETI−TID 2012」および経済産業省（2003-2012）「海外事業活動基本調査

第31回−第41回」による統計データを用いたことである。

�．国際分業に関する先行研究の検討

サプライ・チェーンの形成に影響を与える国際分業の要因に関する理論研究は，上記の現

象面の進展と相俟って，国際貿易理論ばかりでなく立地理論からも進められている。しかし

ながら，両者は中間財の生産工程が国際的な規模で細分化される場合に研究領域を共有する

ことにはなるものの，国際貿易理論が国際的な財の交換を対象とする一方で，立地理論に基

づく企業内分業理論は中間財の生産の在り方を対象とすることから，両者の分析の視点は大

きく異なっている。即ち，国際貿易理論においては国際分業は一般均衡理論に基づき，国際

分業前の各国における財の相対価格の相違によって生じる比較優位と比較劣位により行われ

ることが基本とされ，その要因として財の輸出国の生産条件の相違に焦点が当てられてい

る。

このような国際貿易理論による産業間分業構造に関する考察は，古くは古典学派の Smith

（1947）の絶対優位理論，Ricardo（1914）の比較優位理論，新古典学派の Jones（1971）の
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特殊要素理論，更にはOhlin（1967）の要素比率理論において行われている。また，これら

の伝統的貿易理論では説明できない生産要素賦存比率が類似した国の国際分業（例えば，近

年，拡大している先進工業国間の国際分業）に関する考察は Posner（1961）の技術ギャッ

プ理論，Vernon（1966）のプロダクト・サイクル理論，Hirsch（1967）のプロダクト・サ

イクル理論，Akamatsu（1962）の雁行形態論などの新貿易理論において行われている。更

に，産業内分業構造に関する考察は要素比率理論を修正，拡張しつつ，産業内分業の要因を

体系化し，その計測手法を考案した Grubel−Lloyd（1975）の仮説，規模の経済性と財の差

別化の前提に立脚したHelpman−Krugman（1985）の理論研究において行われている。

しかしながら，国際貿易理論は現在の国際分業パターンの分析において一定の説明力を有

するものの，グローバリゼーションの進展に伴って東アジアで現実に起きている中間財の生

産工程の分散化と産業集積の現象を説明することには限界があり，このような現象の分析に

は中間財の輸送・通信コスト，生産条件などを加味した立地理論に基づく企業内分業理論が

用いられている。中でも輸送・通信コストなどのサービス・リンク・コストの低下ととも

に，中間財あるいは最終財の生産条件が生産工程の細分化の時期，移転先などに影響を与え

ることを示した空間経済学の理論が有効とされている。

具体的には Jones−Kierzkowski（2000）のフラグメンテーション理論を基礎とし，最先端

の空間経済学の理論研究の中からサービス・リンク・コストに加えて最終財の生産に要する

固定費用の変化に伴う生産経営の立地パターンの進化を示した Pontes−Parr（2004,2005）

のモデル，更には小売市場の構造と生産工程の立地候補地における生産条件が生産工程の分

散化の時期，移転先などに与える影響を示した Ishikawa（2009）の理論において考察が進

められている。一方，最近の産業集積の理論としては Ohlin（1967）の仮説に加えて

Krugman（1991）の仮説などがある。

また，上記の理論研究のアプローチを利用して東アジアにおけるサプライ・チェーンの形

成に関する実証分析も多数行われている。

�．東アジアにおける日本の貿易構造の変化に関する分析

本章においては前章の先行研究における検討結果を踏まえて，日本の生産経営により東ア

ジアにおいて形成が進められているサプライ・チェーンの実態について貿易面から分析を行

うこととする。具体的には1990〜2010年を対象に，東アジアそして日本の貿易構造の変化に

関する分析を行い，サプライ・チェーンの基礎となる国際分業の実態を明らかにする。な

お，いずれについても経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の貿易データを用いることとす

る。
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3-1 東アジアの貿易構造の変化に関する分析

1990〜2010年の間に東アジア
2)
の貿易額

3)
はアジア通貨危機，米国の ITバブルの崩壊，リ

ーマン・ショックなどの影響により一時的に減少したものの，�兆3,497億米ドルから�兆

58億米ドルに増加
4)
。2010年には世界の貿易額の29.2％を占めるまでに拡大している。ま

た，年平均増加率も9.3％となり，世界の貿易額の年平均増加率7.5％を上回るペースで増加

している。

次に東アジアの貿易動向を東アジア域内と域外別に分析する。1990〜2010年の間に東アジ

ア域内の貿易額は5,817億米ドルから�兆501億米ドルに増加。2010年には世界の貿易額の

14.8％を占めるまでに拡大している。また，年平均増加率も10.2％となり，上記の世界およ

び東アジアの貿易額を上回るペースで急拡大している。一方，東アジア域外の貿易額も1990〜

2010年の間に7,679億米ドルから�兆9,558億米ドルに増加。2010年には世界の貿易額の

14.4％を占めるまでに拡大している。また，年平均増加率は8.5％となっている。なお，東

アジア域内と域外の貿易額は1995年以降，ともに東アジアの貿易額の概ね50％の水準で推移

しているが，2010年には東アジア域内の貿易額の比率が50.6％となり，域外の貿易額を多少

上回る結果となっている。

次に東アジアの貿易構造の変化を主要な国・地域である日本，中国，ASEAN4
5)
および

NIEs3
6)
に焦点を当てて分析する。ここで1990〜2010年の間の各国・地域の貿易比率

7)
を比

較すると，1990年における貿易比率は日本が最大で39.1％となっている。これに NIEs3，

ASEAN4が続き，中国の貿易比率は10.3％にすぎない。しかしながら，その後，日本およ

びNIEs3の貿易比率が低下し，ASEAN4の貿易比率が概ね14〜17％の水準で推移する一方，

中国の貿易比率が上昇。2004年には中国の貿易比率が最大となっている。因みに2010年にお

ける中国，NIEs3，日本および ASEAN4 の貿易比率はそれぞれ35.6％，23.3％，17.8％，

15.0％（合計は91.7％）。また，中国とこれらの国・地域との貿易取引も拡大している。

次に東アジア域内に対する輸出構造
8)
の変化を財別に分析する。先ず1990〜2010年の間の
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2) 本章においては経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の分類によるアジアからインドを除く地域

として分析した。

3) 輸出額と輸入額の合計。

4) 経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の統計データは輸入データ CIF で作成されているため，貿

易額は他の貿易統計よりも大きくなる傾向にある。

5) 本章においてはタイ，マレーシア，インドネシアおよびフィリピン（以上�カ国）より構成され

る地域として分析した。

6) 本章においては韓国，香港および台湾（以上�カ国）より構成される地域として分析した。

7) 各国・地域の貿易額/東アジア各国の貿易額×100により算出。

8) 経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の貿易データの特徴から，東アジア域内に対する各財の輸



東アジア域内における各財の輸出比率
9)
を比較すると，中間財が最大で2010年には65.3％と

なっている。一方，最終財の輸出比率は1990〜2010年の間に37.2％から29.7％まで低下して

いる。また，原材料の輸出比率は1999年に3.7％まで低下した後，資源価格の上昇などによ

り2010年には5.0％となっている。

次に東アジア域外に対する輸出構造および東アジア域外からの輸入構造の変化を分析す

る。先ず1990〜2010年の間の東アジア域外に対する各財の輸出比率
10)
を比較すると，最終財

が概ね57〜65％，中間財が概ね33〜41％，原材料が概ね�％で推移している。一方，東アジ

ア域外からの輸入比率
11)
を比較すると，2008年以外の各年において中間財が最大となってい

る。また，資源価格の上昇などの影響により原材料の輸入比率が急上昇し，2004年には最終

財の輸入比率を上回っている。因みに2010年における中間財，原材料および最終財の輸入比

率はそれぞれ40.8％，38.7％，20.6％となっている。

3-2 日本の貿易構造の変化に関する分析

1990〜2010年の間に日本の貿易額は上記の東アジア同様にアジア通貨危機，米国の IT バ

ブルの崩壊，リーマン・ショックなどの影響により一時的に減少したものの，5,273億米ド

ルから�兆4,288億米ドルに増加している。ただし，年平均増加率は5.1％に留まり，上記の

東アジアおよび世界の貿易額との比較において拡大のペースは遅い。

次に日本の貿易額を東アジア域内と域外別に分析する。1990〜2010年の間に日本の東アジ

ア域内の貿易額は1,588億米ドルから7,201億米ドルに増加。年平均増加率は7.9％となって

いる。一方，東アジア域外の貿易額も3,685億米ドルから7,087億米ドルに増加しているもの

の，年平均増加率は3.3％に留まっている。なお，2010年における東アジア域内と域外の貿

易額の比率は，それぞれ50.4％，49.6％となっている。

次に東アジア域内に対する日本の輸出構造の変化を中国，ASEAN4および NIEs3と比較

しながら分析してみたい。1990年における日本の各国・地域に対する輸出比率
12)
を比較する

と，NIEs3に対する輸出比率が最大で51.9％となっている。これに ASEAN4に対する輸出

比率が25.9％で続いており，中国に対する輸出比率は9.2％にすぎない。しかしながら，そ
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出額と東アジア域内からの各財の輸入額は同額になるため，輸出動向の分析だけとした。

9) 東アジア域内に対する東アジア各国の各財の輸出額/東アジア域内に対する東アジア各国の輸出

額×100により算出。

10) 東アジア域外に対する東アジア各国の各財の輸出額/東アジア域外に対する東アジア各国の輸出

額×100により算出。

11) 東アジア域外からの東アジア各国の各財の輸入額/東アジア域外からの東アジア各国の輸入額×

100により算出。

12) 各国・地域に対する日本の輸出額/東アジア域内に対する日本の輸出額×100により算出。



の後，NIEs3，ASEAN4に対する輸出比率がともに低下する一方，中国に対する輸出比率は

上昇。2008年には中国に対する輸出比率が最大となっている。因みに2010年における中国，

NIEs3およびASEAN4に対する輸出比率はそれぞれ39.1％，34.9％，18.8％。

次に輸入構造の変化について同様の分析を行う。1990年における各国・地域からの輸入比

率
13)
を比較すると，ASEAN4からの輸入比率が最大で37.6％となっている。これに NIEs3

からの輸入比率が概ね同水準の35.6％で続いており，中国からの輸入比率は18.6％となって

いる。しかしながら，その後，ASEAN4，NIEs3からの輸入比率がともに低下する一方，中

国からの輸入比率が急速に上昇。1997年には中国からの輸入比率が最大となっている。因み

に2010年における中国，ASEAN4およびNIEs3からの輸入比率はそれぞれ50.4％，26.7％，

16.3％。

次に東アジアにおける日本の輸出構造の変化を代表的な業種である繊維製品，化学製品，

一般機械，電気機械，家庭用電気機器，輸送用機械および精密機械に焦点を当てて分析して

みたい。1990年における日本の各業種の輸出比率
14)
を比較すると，電気機械および一般機械

が比較的高い水準にあり，それぞれ23.7％，22.5％となっている。しかしながら，一般機械

の輸出比率は1996年，また電気機械の輸出比率は2000年をピークにそれぞれ低下傾向を示し

ている。一方，化学製品の輸出比率は上昇傾向にある。因みに2010年における電気機械，一

般機械および化学製品の輸出比率はそれぞれ23.8％，20.6％，16.1％となっている。なお，

他の�業種の輸出比率は概ね�〜10％の水準で推移している。

次に輸入構造の変化について同様の分析を行う。各業種の輸入比率
15)
を比較すると，上記

の輸出のように20％を上回る業種はない。また，化学製品，電気機械，家庭用電気機器およ

び輸送機械の輸入比率が上昇傾向を示す一方，繊維製品の輸入比率は低下傾向にある。ただ

し，1999年に電気機械に取って代わられるまで繊維製品の輸入比率が最大となっている。労

働集約的な繊維産業が比較的労働コストの低い東アジアに展開している証左と言える。因み

に2010年における輸入比率を比較すると，電気機械が最大で17.9％となっており，これに一

般機械，繊維製品，化学製品が続いている。

次に東アジアにおける日本の輸出構造の変化を原材料，中間財および最終財に焦点を当て

て分析してみたい。ここではその特徴を明らかにするため，各財の平均輸出比率
16)
の検討か

ら始めることとする。先ず1990〜2010年の間の平均輸出比率の推移を比較すると，1993年ま
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13) 各国・地域からの日本の輸入額/東アジア域内からの日本の輸入額×100により算出。

14) 東アジア域内に対する日本の各業種の輸出額/東アジア域内に対する日本の輸出額×100により算

出。

15) 東アジア域内からの日本の各業種の輸入額/東アジア域内からの日本の輸入額×100により算出。

16) 日本の各財の輸出額/日本の輸出額×100により算出。



では最終財が，また1994以降は中間財が最大となっている。また，最終財の平均輸出比率は

低下傾向にあり，2010年には39.8％となっている。一方，中間財の平均輸出比率は上昇し，

2010年には59.0％となっている。

ここで各財の東アジア域内に対する輸出比率
17)
を上記の平均輸出比率と比較しながら分析

を進める。先ず1990年における中間財および最終財の輸出比率はそれぞれ61.5％，37.8％と

なっている。その後，中間財の輸出比率が上昇する一方，最終財の輸出比率は低下。2010年

における中間財，最終財の輸出比率はそれぞれ69.2％，28.9％となっている。また，中間財

の輸出比率が平均輸出比率を上回る一方で，最終財の輸出比率は平均輸出比率を下回ってい

る。なお，資源小国の日本としては当然のことながら，原材料の輸出比率は極めて低い水準

となっている。

次に輸入構造の変化について同様の分析を行う。1990〜2010年の間の各財の平均輸入比

率
18)
を比較すると，1992年までは中間財，また1993〜2003年の間は最終財，2004年以降は再

び中間財が最大となっている。ただし，1993〜2003年の間の最終財の平均輸入比率は中間財

の平均輸入比率を多少上回る程度で，両者は概ね同水準で推移している。また，2004年以降

最終財の平均輸入比率が低下傾向を示す一方，中間財の平均輸入比率は上昇傾向にある。因

みに2010年における中間財および最終財の平均輸入比率はそれぞれ31.8％，39.9％となって

いる。一方，原材料の平均輸入比率は28.3％となり，比較的高い水準にある。

ここで各財の東アジア域内からの輸入比率
19)
を上記の平均輸入比率と比較しながら分析を

進める。先ず1990〜2010年の間の各財の輸入比率を比較すると，1991年までは中間財が，続

く1992〜2003年の間は最終財が最大となっている。また，2004〜2008年の間は上記の平均輸

入比率同様に中間財が最大となっているが，2009年以降は中間財，最終財ともに概ね同水準

で推移している。因みに2010年における輸入比率はそれぞれ48.1％，44.8％となっている。

また，1990〜2010年を通じて中間財，最終財ともに輸入比率が平均輸入比率を上回る水準と

なっている。なお，原材料の輸入比率は年を追うごとに低下し，平均輸入比率を下回る傾向

を強めている。因みに2010年における原材料の輸入比率は7.1％。

最後に本章における分析結果について比較的最近の情況を中心にまとめると次のとおりと

なる。即ち，1990〜2010年の間に東アジアの貿易額はアジアの通貨危機，米国の IT バブル

の崩壊，リーマン・ショックなどの影響により一時的に減少したものの，�兆3,497億米ド

ルから�兆58億米ドルへと世界の貿易額を上回るペースで拡大している。また，その中で日
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17) 東アジア域内に対する日本の各財の輸出額/東アジア域内に対する日本の輸出額×100により算

出。

18) 日本の各財の輸入額/日本の輸入額×100により算出。

19) 東アジア域内からの日本の各財の輸入額/東アジア域内からの日本の輸入額×100により算出。



本の貿易額も5,273億米ドルから�兆4,288億米ドルに増加しているが，東アジア最大の貿易

国としての日本の地位は低下している。即ち，2001年にWTOに加盟し，「世界の市場」あ

るいは「世界の工場」と呼ばれるまでに急速に経済発展を遂げた中国が日本に代わって東ア

ジア最大の貿易国として台頭。日本，ASEAN4および NIEs3との貿易取引を拡大させてい

る。なお，2010年における日本，中国，ASEAN4および NIEs3の貿易額は東アジアの貿易

額の91.7％を占めており，これらの国・地域が東アジアの貿易を牽引している。

また，1990〜2010年の間に東アジアの貿易財とその取引構造にも変化が見られる。即ち，

東アジアの貿易取引においては原材料に代わって工業製品（即ち，中間財および最終財）の

比重が高まっており，かつ東アジア域内および域外から中間財を輸入し，域外に最終財を輸

出する貿易構造が見られるようになっている。特に東アジアの域内の貿易取引においては中

間財が増加していることから，域内の生産拠点間で活発な中間財の移動が行われていること

になる。

一方，1990〜2010年の間に日本の貿易構造も変化してきている。即ち，東アジア域内にお

ける日本の最大の輸出先は NIEs3から中国に，また最大の輸入先はASEAN4から中国へと

代わっている。また，日本の代表的な製造業である繊維製品，化学製品，一般機械，電気機

械，家庭用電気機器，輸送用機械および精密機械に焦点を当てて業種別に分析すると，電気

機械が最大の輸出産業であり，これに一般機械，化学製品などが続いている。また，電気機

械は最大の輸入産業にもなっており，これに一般機械，繊維製品，化学製品などが続いてい

る。更に，財別には中間財が東アジア域内に対する最大の輸出財であり，2010年における中

間財の輸出比率は69.2％となっている。一方，東アジア域内からの最大の輸入財は時期によ

り最終財と中間財が入れ替わり，明らかな傾向が見られない。しかしながら，近年，中間財

の輸入比率が上昇傾向にあり，2010年には48.1％と最大となっている。一方，最終財の輸入

比率は2010年に44.8％となっている。なお，原材料の比率は，輸出，輸入ともに極めて小さ

い。

即ち，上記の分析結果は電気機械，化学製品，一般機械などの業種を中心に日本，中国，

ASEAN4およびNIEs3の間で国際分業が進展していることを示唆しているものと思われる。

�．東アジアにおける日系生産経営の販売および調達構造の変化に関する分析

前章において検討した日本の貿易構造の変化には日本の生産経営による対外直接投資が大

きく影響しているものと考えられる。このため，本章においては2000〜2010年度を対象に，

日系生産経営の販売および調達構造の変化について分析を進めることとする。なお，いずれ

についても経済産業省（2003−2012）の調査結果を用いることとする。
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4-1 日系生産経営の販売構造の変化に関する分析

2000〜2010年度の間に東アジア
20)
における日系生産経営の販売額はリーマン・ショックな

どの影響から一時的に減少したものの，19兆4,104億円から47兆2,044億円に増加。その中で

中国，ASEAN4およびNIEs3
21)
における日系生産経営の販売比率

22)
（合計）を分析すると，

2000〜2010年度の間に85.6％から92.4％まで漸次上昇している。因みに中国における日系生

産経営の販売比率は2000〜2010年度の間に14.7％から39.3％まで急上昇している。また，

ASEAN4における日系生産経営の販売比率は概ね38〜44％の水準で推移する一方，NIEs3に

おける日系生産経営の販売比率は31.2％から15.5％に減少している。

ここで中国，ASEAN4および NIEs3の日系生産経営による現地，日本および第�国に対

する販売比率に焦点を当てる。先ず中国の日系生産経営による現地販売比率が2004年度以降

急上昇する一方で，日本および第�国に対する販売比率は低下している。ただし，日本に対

する販売比率は第�国に対する販売比率よりも高い水準にある。因みに2010年度の中国の日

系生産経営による現地，日本および第�国に対する販売比率はそれぞれ69.2％，20.0％，

10.8％となっている。

次にASEAN4の日系生産経営による現地販売比率も中国ほどではないにせよ上昇傾向に

あり，2010年度には52.1％となっている。また，第�国に対する販売比率にはあまり大きな変

化が見られず，特に2005年度以降概ね29〜34％の水準で推移している。一方，日本に対する

販売比率は2000年度以降低下傾向にあるが，2007年度以降は概ね17％の水準で推移している。

次に NIEs3
23)
の日系生産経営による現地販売比率も高い水準にあり，2000〜2010年度を

通じて概ね54〜62％の水準で推移している。また，第�国に対する販売比率が微増傾向を示

す一方，日本に対する販売比率は低下傾向にある。因みに2010年度の日本に対する販売比率

は11.0％となっている。

続いて中国，ASEAN4および NIEs3の日系生産経営による日本，現地および第�国に対

する販売比率を業種別
24)
に分析してみたい。先ず中国の日系生産経営による現地販売比率に
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20) 本節においては経済産業省（2003−2012）の分類によるアジアよりインドを除く地域として分析

した。

21) ここでは，脚注�)と同じ地域として分析した。

22) 各国・地域における日系生産経営の販売額/東アジアにおける日系生産経営の販売額×100により

算出。

23) 本節の以下においては韓国，台湾およびシンガポール（以上�カ国）より構成される地域として

分析した。

24) 本章においてはⅰ）2001年度以降の電気機械と情報通信機械の販売額（調達額）の合計を電気機

械の販売額（調達額）として，ⅱ）2007年度以降のはん用機械と生産用機械の販売額（調達額）の

合計を一般機械の販売額（調達額）として，ⅲ）2007年度以降の業務用機械の販売額（調達額）を



ついては2003年度までは電気機械と輸送用機械が拮抗しているが，2005年度以降輸送用機械

の方が大きくなっている。特に2007年度以降の輸送用機械の現地販売比率は電気機械を大き

く引き離し，20％を上回る水準となっている。また，第�国に対する販売比率については

2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっている。一方，日本に対する販売比率につい

ても2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっている。しかしながら，上記のとおり輸

送用機械の現地に対する販売比率が上昇する中で，電気機械の日本に対する販売比率は2001

年度の13.5％をピークに低下傾向を示し，2010年度には7.1％となっている。

次にASEAN4の日系生産経営による現地販売比率については2003年度以外の各年度で輸

送用機械が最大となっている。特に2004年度以降に輸送用機械の販売比率は急上昇してお

り，また2007年度以降は30％を上回る水準で推移している。加えて，化学製品の現地販売比

率が上記の中国よりも高く，概ね�〜�％の水準で推移している。また，第�国に対する販

売比率については2004年度まで電気機械が最大となっているが，2005年度以降は電気機械に

代わって輸送用機械が最大となっている。因みに 2010年度の輸送用機械の第�国に対する

販売比率は17.8％まで上昇している。一方，日本に対する販売比率については中国同様に

2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっている。しかしながら，現地および第�国に

対する輸送用機械の販売比率が上昇する中で，電気機械の販売比率は低下傾向にある。

次に NIEs3の日系生産経営による販売比率について検討すると，上記の中国および

ASEAN4とは異なり，現地販売比率が最大の業種は2006年度までは電気機械，また2007年

度以降は化学製品となっている。また，一般機械の現地販売比率が2007年度以降概ね�％の

水準で推移していることも中国およびASEAN4の日系生産経営には見られない特徴である。

次に第�国に対する販売比率については2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となってい

る。一方，日本に対する販売比率については電気機械が突出して高い。

4-2 日系生産経営の調達構造の変化に関する分析

続いて日系生産経営の調達構造の変化について分析を進める。2000〜2010年度の間に東ア

ジア
25)
における日系生産経営の調達額は上記の販売額同様にリーマン・ショックなどの影響

により一時的に減少したものの，14兆2,622億円から34兆485億円に増加。その中で，中国，

ASEAN4および NIEs3
26)
における日系生産経営の調達比率

27)
（合計）を分析すると，
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精密機械の販売額（調達額）として分析した。

25) 本節においては経済産業省（2003-2012）の分類によるアジアを東アジアとして分析した。

26) 本節においては韓国，台湾およびシンガポール（以上�カ国）より構成される地域として分析し

た。

27) 各国・地域からの日系生産経営の調達額/東アジアからの日系生産経営の調達額×100により算



2000〜2010年度の間に84.4％から87.7％まで漸次上昇している（ただし，2002〜2004年度の

間は95％以上の水準）。中でも中国における日系生産経営の調達比率は13.2％から36.1％に

急上昇しており，2010年度には ASEAN4における日系生産経営の調達比率と概ね同水準と

なっている。

次に中国，ASEAN4および NIEs3の日系生産経営による現地，日本および第�国からの

調達比率について焦点を当てる。先ず中国の日系生産経営による現地調達比率は上記の販売

比率同様に2000年度以降上昇傾向にあり，日本および第�国からの調達比率は低下傾向にあ

る。また，日本からの調達比率が第�国からの調達比率よりも高い水準にある。因みに2010

年度における中国の日系生産経営による現地，日本および第�国からの調達比率は，それぞ

れ64.6％，27.9％，7.4％となっている。

次にASEAN4の日系生産経営についても同様に現地調達比率が上昇傾向にあり，2006年

度以降60％前後の水準で推移している。また，第�国からの調達比率は2000〜2007年度に低

下傾向を示した後，概ね13％の水準で推移している。一方，日本からの調達比率は2007年度

以降どちらかと言えば上昇傾向にあり，2010年度には25.9％となっている。なお，

ASEAN4についても上記の中国同様に日本からの調達比率が第�国からの調達比率よりも

高い水準にある。

次に NIEs3の日系生産経営については上記の中国および ASEAN4とは異なり，

2000〜2010年度を通じて現地調達比率が比較的低く，日本および第�国からの調達比率が比

較的高い水準にある。即ち，現地調達比率は2002〜2009年度に概ね48〜50％の水準で推移

し，2010年度に42.8％に低下している。また，第�国からの調達比率は20％を若干下回る水

準で推移している。一方，日本からの調達比率は概ね30〜40％の水準で推移し，2010年度に

は38.4％となっている。なお，NIEs3についても上記の中国および ASEAN4同様に第�国

よりも日本からの調達比率が比較的高い水準にある。

続いて中国，ASEAN4および NIEs3の日系生産経営による日本，現地および第�国から

の調達比率を業種別に分析してみたい。先ず中国の日系生産経営による現地調達比率につい

ては2006年度までは電気機械が最大で，2007年度以降は輸送用機械が急上昇している（ただ

し，2008年度の実績は不明）。因みに2010年度における輸送用機械の現地調達比率は2009年

度よりも若干低下し，28.8％となっている。また，一般機械についても2000〜2006年度の間

は�％を上回る水準で推移しているが，2007年度以降急速に低下している
28)
。次に第�国か
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出。

28) 2007年度以降，はん用機械と生産用機械の調達額の合計を一般機械の調達額として分析している

ことが影響している可能性がある（脚注24)参照）。



らの調達比率も2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっているが，上記のとおり輸送

用機械の現地調達比率が上昇する一方で，電気機械の現地調達比率は2000〜2010年度の間に

20.5％から3.7％まで低下している。また，日本からの調達比率も2000〜2010年度を通じて

電気機械が最大となっているが，上記のとおり輸送用機械の現地調達比率が上昇する一方

で，電気機械の日本からの調達比率は2000〜2010年度の間に18.1％から11.8％に低下してい

る。加えて，輸送用機械の日本からの調達比率が2005年度以降概ね�〜
％の水準で推移し

ていることも特徴と言える（ただし，2008年度の実績は不明）。

次にASEAN4の日系生産経営による現地調達比率については2003年度までは電気機械が，

また2004年度以降は輸送用機械がそれぞれ最大となっている。特に輸送用機械の現地調達比

率は急上昇しており，2007年度，2009年度，2010年度には35％を上回る水準となっている。

また，化学製品の現地調達比率が上記の中国より高く，2000〜2010年度を通じて概ね�〜�

％の水準で推移している。次に第�国からの調達比率については2000〜2010年度を通じて電

気機械が最大となっているが，どちらかと言えば低下傾向が見られる。一方，日本からの調

達比率については2003年度以降継続的に輸送用機械が電気機械を上回っているが，上記の輸

送用機械の現地調達比率を大きく下回る水準となっている。

次に NIEs3の日系生産経営の現地調達比率について検討すると，上記の販売比率同様に

輸送用機械の調達比率は現地，第�国，日本のいずれについても比較的低い水準となってい

る。先ず現地調達比率について焦点を当てると，2005年度までは電気機械が他の業種より突

出しているが，2006年度以降は化学製品が最大となっている。中国およびASEAN4との比

較において化学製品の現地調達比率が高いことが NIEs3の特徴と言える。次に第�国から

の調達比率については2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっている。また，日本か

らの調達比率についても2000〜2010年度を通じて電気機械が最大となっている。

本稿においては詳細な分析を行わないが，上記のとおり電気機械あるいは輸送用機械につ

いて現地販売比率および現地調達比率が比較的高い水準となっている背景にはAFTAの形

成過程における域内関税の引下げ，東アジア各国による外資開放策などを契機に日本の生産

経営による直接投資が増加したことがある。また，これに伴い部品関連の日系生産経営が現

地において中間財の供給を拡大するとともに，スピル・オーバーにより地場の生産経営など

から中間財の供給が拡大していることも大きな要因と考えられる。

最後に本章における分析結果について比較的最近の情況を中心にまとめると次のとおりと

なる。即ち，2000〜2010年度の間に東アジアにおける日系生産経営の販売額はリーマン・シ

ョックなどの影響から一時的に減少したものの，19兆4,104億円から47兆2,044億円に増加。

また，同様に調達額も14兆2,622億円から34兆485億円に増加している。その中で，中国，

ASEAN4および NIEs3における日系生産経営の販売比率（合計）は92.4％，また調達比率
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（合計）は87.7％を占めており，中でも中国における日系生産経営の販売比率は2000〜2010

年度の間に14.7％から39.3％に，また調達比率も13.2％から36.1％にそれぞれ急上昇してい

る。

特に日系生産経営による現地販売比率，現地調達比率はともに高い水準にある。中でも

AFTAの形成過程における域内関税の引下げ，中国による外資開放などを契機にASEAN4

および中国については輸送用機械の現地販売比率および現地調達比率が上昇している。ま

た，NIEs3については中国，ASEAN4とは異なり，電気機械および化学製品の現地販売比率

および現地調達比率が比較的高い水準にある。

一方，日系生産経営による日本に対する販売比率および日本からの調達比率については一

部に例外は見られるものの各国・地域とも電気機械が比較的高い水準にあり，この分析結果

は前章における貿易に関する分析結果と整合的と言える。しかしながら，上記の現地販売比

率および現地調達比率が上昇する一方で，いずれも低下傾向が見られる。なお，前章の分析

では一般機械および化学製品についても輸出比率，輸入比率ともに比較的高い水準にあるこ

とが判明したが，本章における分析結果は，この点に関して地場の生産経営など日系以外と

の取引が要因となっていることを示していることになる。

また，日系生産経営による第�国に対する販売比率および第�国からの調達比率について

も一部に例外は見られるものの各国・地域とも電気機械が比較的高い水準にあが，いずれも

低下傾向が見られる。

即ち，上記の分析結果は輸送用機械，電気機械などの業種を中心に日本と中国，

ASEAN4および NIEs3の間で生産工程の分散化が進展するとともに，産業集積が形成され

ていることを示唆しているものと思われる。

�．東アジアにおける日本の比較優位および産業内分業の構造の変化に関する分析

前章において検討した日系生産経営による販売および調達構造の変化には東アジア各国・

地域の比較優位構造が大きく影響しているものと考えられる。このため，本章においては先

ず貿易特化指数を用いて日本の比較優位構造の変化について分析を行うこととする。次にグ

ルーベル−ロイド指数を用いて日本と中国，タイおよび韓国との産業内分業構造の変化につ

いて分析を進めた上で，本章のまとめを兼ねて日本と各国の補完・競合関係の変化について

検討を行う。また，いずれについても第�章同様に経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の

貿易データを用いることとする。

5-1 東アジアにおける日本の比較優位構造の変化に関する分析

一般的にk産業の貿易特化指数 S
は，k産業の i国（地域）から j国（地域）に対する輸
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出額をX
，i国（地域）の j国（地域）から輸入額をM

とすると，(5-1)式により表すこと

ができる
29)
。また，貿易特化指数は比較優位の程度に応じて-�〜�の間の値を取り，�

（即ち，輸入が�（ゼロ））に近いほど比較優位が高く，-�（即ち，輸出が�）に近いほど

比較優位が低くなる。

(5-1)S
=

X
−M



X 
+M



（k=1, …, n）

また，ここでは大きな傾向を分析するため，1990〜2010年までを�年毎にまとめ，1990〜

1992年までを第Ⅰ期，1993〜1995年までを第Ⅱ期，1996〜1998年までを第Ⅲ期，1999〜2001

年までを第Ⅳ期，2002〜2004年までを第Ⅴ期，2005〜2007年までを第Ⅵ期，2008〜2010年ま

でを第Ⅶ期として，各業種における貿易特化指数の変化について検討する。更に，日本の比

較優位構造についての理解を深めるため，中国に加えてASEAN4 からタイ，NIEs3から韓

国を選び，各国の東アジア
30)
における比較優位構造の変化についても併せて検討する。即

ち，(5-1)式のi国は分析の順に日本，中国，タイおよび韓国， j国（地域）は東アジアとな

る。

先ず日本の比較優位構造の分析から始める（図 5-1 参照）。はじめに中間財に焦点を当て

ると，第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて家庭用電気機器を除く�業種について輸出超過となってい

る。中でも輸送用機械については比較優位が比較的高い水準にある。

続いて最終財に焦点を当てると，第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて繊維製品および家庭用電気機器

以外の�業種について輸出超過になっている。中でも輸送用機械については比較優位が最も

高い水準にある。一方，繊維製品については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて貿易特化指数が概ね−

0.88〜−0.96の水準で推移しており，完全劣位に近づく傾向が見られる。

また，第Ⅰ期および第Ⅶ期の貿易特化指数を比較すると，全業種について中間財，最終財

ともに比較優位の水準が低下している。中でも家庭用電気機器についてはその傾向が著し

く，第Ⅶ期にはともに輸入超過になっている。

次に同様に中国の比較優位構造の分析に進みたい。先ず中間財に焦点を当てると，第Ⅰ期

〜第Ⅶ期を通じて輸出超過になっている業種は繊維製品および家庭用電気機器である。中で

も家庭用電気機器の貿易特化指数は上昇し，比較的高い水準にある。また，一般機械につい

ても第Ⅲ期以降輸出超過となっているが，貿易特化指数はいずれの業種についてもそれほど

高い水準ではない。更に，輸送用機械については貿易特化指数が大きく上昇し，一旦第Ⅲ期
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29) 貿易特化指数は高付加価値品を少量輸出し，低付加価値品を大量輸入する場合でも低下するた

め，財の付加価値の程度を考慮しないと正確な計測とは言えないが，ここでは適当なデータがない

ため，考慮せず分析した。

30) 本章においては脚注�)と同じ地域として分析した。



にマイナスからプラスに転じたものの，第Ⅳ期以降は比較優位が低下し，マイナスとなって

いる。

続いて最終財に焦点を当てると，第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて輸出超過となっている業種が多

い。特に繊維製品については貿易特化指数が概ね0.93〜0.96の水準で推移しており，日本と

は対照的に完全優位に近い状態が続いている。また，同様の傾向は家庭用電気機器にも見ら

れる。これらに続いて化学製品および電気機械についても第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて輸出超過

となっており，貿易特化指数は比較的高い水準にある。一方，精密機械については貿易特化

指数が大きく低下し，第Ⅴ期にプラスからマイナスに転じている。また，輸送用機械につい

ては貿易特化指数が上昇し，一旦第Ⅲ期にマイナスからプラスに転じたものの，その後，比

較優位が低下し，第Ⅴ期にはマイナスになっている。

次にタイの比較優位構造の分析を同様に行う。先ず中間財に焦点を当てると，第Ⅰ期〜第

Ⅶ期を通じて比較優位が認められる業種は精密機械のみ。また，貿易特化指数が上昇してい

る業種は多いが，高い水準とは言い難い。即ち，家庭用電気機器については第Ⅲ期以降，電

気機械については第Ⅶ期に輸出超過になっているが，両業種とも貿易特化指数はそれほど高

い水準ではない。また，化学製品および輸送用機械についても第Ⅱ期以降貿易特化指数が比

較的大きく上昇しているが，輸入超過が解消されていないため，プラスにはなっていない。
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図 5-1 東アジアに対する日本の貿易特化指数の変化（業種別)

(注)�．東アジアは経済産業研究所「RIETI−TID 2012」の分類によるアジアからインドを

除く地域。

�．各業種における第Ⅰ期，第Ⅱ期，第Ⅲ期，第Ⅳ期，第Ⅴ期，第Ⅵ期，第Ⅶ期の変化

をプロット。図中の白抜きの判例が第Ⅰ期の計数。

(出所) 経済産業研究所「RIETI−TID 2012」。



続いて最終財に焦点を当てると，繊維製品，一般機械，家庭用電気機器および輸送用機械

については第Ⅶ期に貿易特化指数がプラスになっているが，いずれについてもそれほど高い

水準ではない。ただし，一般機械および輸送用機械については貿易特化指数が比較的大きく

上昇している。一方，繊維製品については第Ⅰ期〜第Ⅴ期を通じて輸出超過となっている

が，貿易特化指数は0.88から0.20に大きく低下している。また，中間財に比較優位が認めら

れる精密機械も最終財については第Ⅰ〜第Ⅶ期を通じて貿易特化指数がマイナスとなってお

り，比較優位がない。

次に韓国の比較優位構造について分析する。先ず中間財に焦点を当てると，化学製品，一

般機械，電気機械，輸送用機械および精密機械については貿易特化指数が上昇し，いずれに

ついても遅くとも第Ⅴ期までにはプラスに転じている。中でも精密機械についてはその傾向

が著しく，貿易特化指数が-0.64から0.16に大きく上昇している。また，繊維製品の中間財

も比較優位を有しているが，いずれの業種についても貿易特化指数はそれほど高い水準では

ない。

続いて最終財に焦点を当てると，繊維製品については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて貿易特化指

数が0.89から-0.73に大きく低下している。また，一般機械，電気機械および家庭用電気機

器についても輸入超過が見られる。因みに第Ⅶ期において中間財，最終財ともに輸出超過と

なっている業種は化学製品，輸送用機械および精密機械。

5-2 東アジアにおける日本の産業内分業構造の変化に関する分析

産業内分業の程度を計測する指数には様々あるが，ここではグルーベル−ロイド指数
31)

（以下，GL 指数と呼ぶ）を用いることとする。一般的にk産業の GL 指数G
は，k産業のi国

（地域）から j国（地域）に対する輸出額をX
，i国（地域）の j国（地域）からの輸入額を

M
とすると，(5-2)式により表すことができる。また，GL 指数は�〜�の間の値を取り，

�に近いほど産業内分業が進展していることを示す。そして，ここでは GL 指数の値が0.5

以上の場合に産業内分業の進展度合いが高い業種として検討を行う。

(5-2)G
=1−

X
−M

 

X
+M



（k=1, …, n）

更に，前節の貿易特化指数に関する検討同様に1990〜2010年までを�年毎に�期に区分

し，貿易特化指数にも目配りをしながら各業種および財の GL 指数の変化について検討す

る。更に，中国のほかタイ，韓国にも焦点を当て，日本との産業内分業構造の変化について
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31) 貿易収支の不均衡の程度に応じてその値が小さくなるバイアスを含んでいるが，ここでは他の研

究例も参考にして，そのまま用いた。



も併せて検討する。即ち，(5-2)式の i 国は日本， j 国（地域）は分析の順に中国，タイお

よび韓国となる。

先ず中国との産業内分業の展開について分析する（図 5-2 参照）。はじめに中間財に焦点

を当てると，繊維製品，化学製品，一般機械，電気機械および家庭用電気機器については

GL 指数が比較的高い水準にあることから，産業内分業が進展していることになる。中でも

一般機械については日本の比較優位が強く，第Ⅰ期に GL指数は0.13であったが，その後，

中国の比較優位が強まることに伴い，産業内分業が進展。GL 指数は第Ⅶ期に0.80となって

いる。また，繊維製品および化学製品についても中国の比較優位が強まることに伴い，それ

ぞれ第Ⅴ期，第Ⅵ期以降に産業内分業が進展している。なお，家庭用電気機器については中

国の比較優位が圧倒的に強くなることに伴い，第Ⅴ期以降産業内分業に縮小傾向が見られ

る。一方，輸送用機械については第Ⅲ期〜第Ⅳ期，また精密機械については第Ⅱ期〜第Ⅴ期

にそれぞれ産業内分業が進展しているが，その後，日本の比較優位が強まることに伴い，産

業内分業に縮小傾向が見られる。

続いて最終財に焦点を当てると，化学製品，一般機械および電気機械については GL指数

がかなり高い水準にあることから，産業内分業が大いに進展していることになる。中でも一

般機械については上記の中間財同様に第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて中国の比較優位が強まること

に伴い，GL 指数が0.07から0.84に上昇している。一方，輸送用機械については第Ⅲ期〜第

Ⅳ期，また精密機械については第Ⅳ期〜第Ⅵ期にそれぞれ産業内分業が進展しているが，上
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(注) 図 5-1の(注)�．に同じ。

(出所) 図 5-1に同じ。



記の中間財同様に日本の比較優位が強まることに伴い，産業内分業に縮小傾向が見られる。

また，家庭用電気機器については第Ⅲ期以降中国の比較優位が圧倒的に強くなることに伴

い，GL 指数が低下している。更に，繊維製品については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて日本が完

全劣位に近く，産業内分業はほとんど進展していない。

次にタイとの産業内分業の展開について分析する（図 5-3 参照）。先ず中間財に焦点を当

てると，繊維製品，化学製品，電気機械および精密機械については GL指数が比較的高い水

準にあることから，産業内分業が進展していることになる。中でも精密機械については第Ⅰ

期〜第Ⅶ期を通じて GL指数がかなり高い水準となっている。一方，家庭用電気機器につい

てはタイの比較優位が圧倒的に強くなることに伴い，GL 指数が低下している。また，一般

機械および輸送用機械については日本の比較優位が比較的強いため，産業内分業はあまり進

展していない。

続いて最終財に焦点を当てると，化学製品，一般機械，電気機械，輸送用機械および精密

機械については GL指数が比較的高い水準にあることから，産業内分業が進展していること

になる。中でも化学製品および電気機械については日本の比較優位が強く，第Ⅰ期に GL指

数はそれぞれ0.24，0.35であったが，その後，タイの比較優位が強まることに伴い，産業内

分業が進展。GL 指数は第Ⅶ期にそれぞれ0.81，0.82となっている。一方，家庭用電気機器

についてはタイの比較優位が圧倒的に強くなることに伴い，GL 指数が低下している。ま

た，繊維製品については上記の中国同様に第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて日本が完全劣位に近く，
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(注) 図 5-1の(注)�．に同じ。

(出所) 図 5-1に同じ。



産業内分業はほとんど進展していない。

次に韓国との産業内分業の展開について分析を行う（図 5-4 参照）。先ず中間財に焦点を

当てると，繊維製品，一般機械，電気機械，家庭用電気機器および輸送用機械については

GL 指数が比較的高い水準にあることから，産業内分業が進展していることになる。中でも

繊維製品については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて GL 指数はかなり高い水準となっている。ま

た，電気機械については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて韓国の比較優位が強まることに伴い，GL

指数が0.35から0.83に上昇している。更に，家庭用電気機器については日本の比較優位が強

まり，第Ⅴ期に産業内分業が縮小したにも拘らず，その後，韓国の比較優位が強まることに

伴い，第Ⅶ期には再び産業内分業が進展している。同様に輸送用機械についても韓国の比較

優位が強まることに伴い，第Ⅱ期以降産業内分業が進展している傾向が見られる。一方，化

学製品および精密機械については日本の比較優位が比較的強いため，産業内分業はあまり進

展していない。

続いて最終財に焦点を当てると，化学製品，電気機械，家庭用電気機器および精密機械に

ついては GL 指数が比較的高い水準にあることから，産業内分業が進展していることにな

る。中でも化学製品および家庭用電気機器については第Ⅰ期〜第Ⅶ期を通じて GL指数はか

なり高い水準となっている。一方，一般機械および輸送用機械については日本の比較優位が

比較的強いため，産業内分業はあまり進展していない。また，繊維製品については韓国の比

較優位が圧倒的に強く，第Ⅰ期に GL指数は0.04であったが，上記の中国およびタイと異な
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り，その後，日本の比較劣位が改善することに伴い産業内分業が進展。GL 指数は第Ⅶ期に

は0.43となっている。

最後に本章のまとめを兼ねて日本と各国の補完・競合関係について検討をしておく。即

ち，1990〜2010年の間に東アジアにおいては NIEs3，ASEAN4，中国が雁行形態的な経済

発展を遂げる過程において，日本の生産経営が圧倒的に比較優位を有していた化学製品，一

般機械，電気機械，輸送用機械，精密機械などの業種についてもこれらの国・地域の競争力

が次第に強化され，日本の比較優位が低下している。逆に言えば，日本の生産経営はそれら

の比較優位を生かす形で，直接投資を通じて生産工程を分散化したり，産業集積を形成する

ようになっている。

例を挙げると，日本と中国との間では化学製品，一般機械および電気機械の中間財および

最終財，繊維製品および家庭用電気機器の中間財について産業内分業が進展している。同様

にタイとの間では化学製品，電気機械および精密機械の中間財および最終財，繊維製品の中

間財，更には一般機械および輸送用機械の最終財についても同様に産業内分業が進展してい

る。更に，韓国との間では電気機械および家庭用電気機器の中間財および最終財，繊維製

品，一般機械および輸送用機械の中間財，更には化学製品および精密機械の最終財について

産業内分業が進展している。また，これに伴い日本，日系および地場の生産経営などの間で

サプライ・チェーンの形成が進展している。

一方，電気機械のように日本と各国の間で産業内分業が進展しているような業種について

は，今後，生産要素賦存比率が類似することに伴い各国間の関係は相互補完から競合へと変

化する可能性もある。

�．お わ り に

本稿においては東アジアに焦点を当て，日本の生産経営により形成が進められているサプ

ライ・チェーンの実態について貿易，直接投資両面から検討を行った。比較的最近の情況を

中心に検討結果をまとめると次のとおりとなる。即ち，1990〜2010年の間に東アジアの貿易

額は世界の貿易額を上回るペースで拡大しているが，その中で日本の地位は低下し，代わり

に中国が日本，ASEAN4および NIEs3との貿易関係を拡大させながら，東アジア最大の貿

易国として台頭してきている。また，東アジアの貿易財とその取引構造にも変化が見られ

る。即ち，東アジアの貿易取引においては原材料に代わって工業製品（即ち，中間財および

最終財）の比重が高まっており，かつ東アジア域内および域外から中間財を輸入し，域外に

最終財を輸出する貿易構造が見られるようになっている。

一方，1990〜2010年の間に日本の貿易額も東アジアおよび世界の貿易額ほどのペースでは

ないものの増加している。ただし，東アジア域内における日本の最大の輸出先，輸入先はそ
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れぞれ NIEs3，ASEAN4から中国に代わっている。業種別には電気機械が最大の輸出産業

であり，これに一般機械，化学製品などが続いている。また，電気機械は最大の輸入産業に

もなっており，これに一般機械，繊維製品，化学製品などが続いている。更に，財別には中

間財が日本の最大の輸出財となっている。一方，東アジア域内からの最大の輸入財は時期に

より異なるものの，近年，中間財の輸入比率が上昇傾向にある。なお，原材料の比率は輸

出，輸入ともに極めて小さい。

東アジアそして日本の貿易構造が変化している背景には，日本などの生産経営が直接投資

を通じて東アジアに産業内分業体制を構築していることがある。その証左に日系生産経営の

東アジアにおける販売額および調達額は中国，ASEAN4および NIEs3を中心に拡大してい

る。特に日系生産経営による現地販売比率，現地調達比率はともに高い水準にある。中でも

AFTA の形成過程における域内関税の引下げ，中国における外資開放などを契機に

ASEAN4および中国については輸送用機械の現地販売比率および現地調達比率が上昇して

いる。また，NIEs3については中国，ASEAN4とは異なり，電気機械および化学製品の現地

販売比率，現地調達比率がともに比較的高い水準にある。一方，日系生産経営による日本に

対する販売比率および日本からの調達比率については一部に例外は見られるものの，概ね低

下している。

このように東アジアにおいて日本の生産経営による産業内分業が進展している背景には，

NIEs3，ASEAN4，中国が雁行形態的な経済発展を遂げる過程において，日本の生産経営が

圧倒的に比較優位を有していた化学製品，一般機械，電気機械，輸送用機械，精密機械など

の業種についても，これらの国・地域の競争力が次第に強化され，日本の比較優位が低下し

ていることがある。逆に言えば，日本の生産経営はそれらの比較優位を生かすように生産工

程を分散化したり，産業集積を形成するようになっている。

例を挙げると，日本と中国との間では化学製品，一般機械および電気機械の中間財および

最終財，繊維製品および家庭用電気機器の中間財について産業内分業が深化してきている。

同様にタイとの間では化学製品，電気機械および精密機械の中間財および最終財，繊維製品

の中間財，更には一般機械および輸送機械の最終財についても同様に産業内分業が進展して

いる。更に，韓国との間では電気機械および家庭用電気機器の中間財および最終財，繊維製

品，一般機械および輸送用機械の中間財，更には化学製品および精密機械の最終財について

産業内分業が進展している。また，これに伴い日本，日系および地場の生産経営との間でサ

プライ・チェーンの形成が進展している。

一方，今後，生産要素賦存比率が類似することに伴い，生産拠点の立地国・地域の関係は

相互補完から競合へと変化する可能性もある。
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